
令和４年度倉敷観光コンベンションビューロー 

地域の魅力を活かした夜型観光推進事業費補助金交付要綱 

 （目的等） 

第１条 この要綱は、新型コロナウイルス感染症による影響を受けた観光関連事業者が実施す

るウィズコロナ・ポストコロナにおける夜型・朝型観光コンテンツの造成等の取り組みを行

う場合に必要とする経費の一部について、予算の範囲内で補助金を交付することにより、観

光客の夕方から早朝の滞在時間の延長、宿泊客数の増加を図り、もって地域観光産業の回復

に寄与することを目的とする。 

 （定義） 

第２条 この要綱において「新型コロナウイルス感染症」とは、病原体がベータコロナウイル

ス属のコロナウイルス（令和２年１月に、中華人民共和国から世界保健機関に対して、人に

伝染する能力を有することが新たに報告されたものに限る。）である感染症をいう。 

 ２ この要綱において「観光関連事業者」とは、飲食事業者、文化観光施設事業者、宿泊事

業者であって公益社団法人倉敷観光コンベンションビューロー会長（以下、「会長」とい

う。）が適当と認める者をいう。 

 ３ この要綱において「夕方から早朝」とは、午後５時から翌日の午前９時までの時間帯を

いう。 

４ この要綱において「新型コロナウイルス対策取組宣言」とは、新型コロナウイルス対策

取組宣言シート（新型コロナウイルス感染症対策について一定の基準を満たしている場合

に５商工団体コロナ対策協議会が発行する用紙をいう。）を施設に掲示することにより、

新型コロナウイルス感染症対策を行っていることについて第三者に見える化をすることを

いう。 

 （交付対象者） 

第３条 補助金の交付を受けることができる者は、次に掲げる要件の全てを満たす者とする。 

(１) 公益社団法人倉敷観光コンベンションビューロー会員であること 

(２) 次の各号のいずれかに該当する者であること 

ア 食品衛生法施行令（昭和２８年政令第２２９号）第３５条第１号の飲食店営業を行う

者（食品衛生法（昭和２２年法律第２３３号）第５５条第１項に規定する許可を受けた施

設であり、かつ、その場で飲食させる事業所を経営する者をいう。） 



イ 博物館法（昭和２６年法律第２８５号）第２条第１項に規定する登録博物館また観光

客向けに文化に関する展示・紹介・解説を行うものとして会長が認める市内の施設を経営

している者 

ウ 旅館業法（昭和２３年法律第１３８号）第２条第２項に規定する「旅館・ホテル営業」

又は同法同条第３項に規定する「簡易宿所営業」の許可を受け、市内の施設を経営してい

る者 

(３) 補助対象事業を行う施設において、新型コロナウイルス対策取組宣言を行っている者

であること 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者については、補助金を交付

しない。 

 (１) 同一の事業に対して、別の補助金の交付を受ける者 

(２) 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）第

２条第５項に規定する性風俗関連特殊営業を行う者又は当該営業に係る同条第１３項に

規定する接客業務受託営業を行う者 

 (３) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第

６号に規定する暴力団員（以下、この号において「暴力団員」という。）又は同条第２

号に規定する暴力団若しくは暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有する者 

(４) 宗教活動又は政治活動を主な目的とする事業を行っている者 

(５) 事業実施に当たって必要な許認可を取得していない等法律その他関係法令に違反して

いる者 

(６) 訴訟や法令遵守上において、事業実施に支障をきたす問題を抱える者 

(７) 前各号に掲げる者のほか、会長が補助金の目的等に照らして適当でないと認める者 

（補助対象事業） 

第４条 補助金の交付の対象となる事業（以下、「補助対象事業」という。）は、令和５年１

月３１日までに完了する事業であって、次に掲げる要件の全てを満たすものとする。 

 (１) 夕方から早朝に市内で実施する取組又は宿泊者を対象とした取組であること 

 (２) 倉敷市の観光資源を活用した取組であること 

(３) 補助対象事業完了後も継続的な実施を目指す取組であること 

(４) 次の各号のいずれかに該当する取組であること 



  ア 【味わう】楽しみ創出事業（３者以上の事業者が連携して行う新たな飲食イベント・

キャンペーン等 をいう。） 

イ 【体験する】楽しみ創出事業（体験コンテンツの開発、磨き上げ等をいう。） 

 ウ 【泊まる】楽しみ創出事業（宿泊施設の高付加価値化、宿泊プラン造成等をいう。） 

（補助対象経費） 

第５条 補助金の交付の対象となる経費（以下、「補助対象経費」という。）は、補助対象事

業の実施に必要な経費（令和４年７月１日以後に支払ったものに限る。）のうち、広告宣伝

費、設備備品費（【体験する】楽しみ創出事業又は【泊まる】楽しみ創出事業に係るものに

限る。）、外注費（請負又は業務委託に係る経費を含む。【体験する】楽しみ創出事業又は

【泊まる】楽しみ創出事業に係るものに限る。）、その他会長が必要と認めるものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、補助対象経費には、人件費、旅費、飲食費、家賃、光熱水費、

通信費、金券・景品等の購入費、中古品・オークション品の購入費、車両又は不動産の購入

費、保険料、送料、手数料、公租公課、免許等の取得・登録費用、損失補填、補助対象事業

以外の事業への転用が容易な機器等の購入費その他の補助金の目的等に照らして適当でない

と会長が認めるものは含まない。 

３ 仮想通貨（資金決済に関する法律（平成２１年法律第５９号）第２条第５項に規定する仮

想通貨をいう。）、割引券その他これに類するもの、金券、商品券又は小切手若しくは手形

（いずれも他人が振り出したものに限る。）で支払を行った経費は、補助対象経費に算入し

ない。 

 （補助金の額等） 

第６条 補助金の額は、補助対象経費に５分の４を乗じて得た額（その額に１，０００円未満

の端数があるときは、その端数を切り捨てた額）とし、２００万円を限度とする。 

（交付申請） 

第７条 補助金の交付を受けようとする者は、所定の交付申請書に別に定める書類を添えて、

令和４年１２月２８日までに会長に提出しなければならない。 

（交付決定） 

第８条 会長は、第７条の交付申請書等の提出があったときは、これを審査し、補助金の交付

の適否を決定し、所定の決定通知書により通知するものとする。 

（補助対象事業の内容又は経費の変更） 



第９条 補助金の交付の決定を受けた者（以下、「補助事業者」という。）は、補助対象事業

の内容又は補助対象経費の総額を変更しようとするときは、あらかじめ、所定の変更承認申

請書を会長に提出し、その承認を受けなければならない。ただし、次の各号のいずれかに該

当する場合は、この限りでない。 

（１） 補助対象事業の目的の達成に支障を来すことのない軽微な内容変更であると会長が

認める場合 

（２） 補助対象経費の総額を減額する場合 

２ 会長は、前項の承認を行うに当たっては、必要な条件を付することができる。 

（補助対象事業の中止又は廃止） 

第１０条 補助事業者は、補助対象事業を中止し、又は廃止しようとするときは、あらかじめ、

所定の中止（廃止）承認申請書を会長に提出し、その承認を受けなければならない。 

 （交付決定の取消し等） 

第１１条 会長は、申請者が虚偽その他不正な手段により補助金の交付決定を受けたときは、

補助金の交付決定を取り消し、又は既に交付した補助金を返還させるものとする。 

（実績報告） 

第１２条 補助事業者は、補助対象事業が完了したときは、その日から起算して３０日を経過

した日又は令和５年１月３１日のいずれか早い日までに、所定の実績報告書に別に定める書

類を添えて、会長に提出しなければならない。 

（補助金の額の確定等） 

第１３条 会長は、前条の実績報告書等の提出があったときは、これを審査し、補助金の交付

決定の内容及びこれに付した条件に適合すると認めるときは、交付すべき補助金の額を確定

し、所定の確定通知書により通知するものとする。 

（補助金の支払） 

第１４条 会長は、前条の規定による補助金の額の確定後、補助金を支払うものとする。ただ

し、補助金の交付の目的を達成するため特に必要があると認めるときは、補助金の概算払を

することができる。 

（財産の処分及び管理） 

第１５条 補助事業者は、補助対象事業の完了した日の属する会計年度の終了後５年を経過す

る日以前に、補助金により取得し、又は効用が増加した財産を処分しようとするときは、あ



らかじめ、所定の財産処分承認申請書を会長に提出し、その承認を受けなければならない。

ただし、当該財産の取得価格又は効用の増加価格が５０万円未満のものは、この限りでない。 

２ 会長は、前項の承認をした補助事業者に対し、当該承認に係る財産を補助事業者が処分し

たことにより、当該補助事業者に収入があったときは、交付した補助金の全部又は一部に相

当する金額を返還させることができる。 

３ 補助事業者は、補助対象事業が完了した後も、補助金により取得し、又は効用が増加した

財産を善良なる管理者の注意をもって管理するとともに補助金交付の目的に従ってその効果

的運用を図らなければならない。 

（協力及び情報の公表） 

第１６条 補助事業者は、会長がその成果を調査し、公表し、又は普及を図るときは、これに

協力するものとする。 

２ 会長は、補助事業者の氏名又は名称並びに補助対象事業の取組内容及び成果について、補

助事業者の協力を得て、観光産業振興策の実例として公表することができる。 

（補助金の経理等） 

第１７条 補助事業者は、補助金に係る経理についての収支の事実を明確にした証拠書類を整

理し、かつ、これらの書類を補助対象事業が完了した日の属する会計年度の終了後５年間保

存しなければならない。 

 （その他） 

第１８条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、会長が別に定める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、令和４年７月１日から施行する。 

 

 


